
仙北市の給与・定員管理等について

　仙北市職員の給与は、国の人事院勧告を基本に、県や他の団体との均衡を考慮しながら市議会の審議を経て条例で
定められています。給与・定員管理について全国の団体間の比較分析を可能にするため、全国統一様式にて次のように
公表します。なお、仙北市においては、平成１７ 年９ 月２０ 日旧田沢湖町、旧角館町、旧西木村の合併により資料掲載でき
ない部分があるため省略しているところもあります。

１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

区　分
住民基本台帳人口

（18年度末）

歳 出 額

　　　　　　Ａ

実 質 収 支人 件 費

　　　　　　Ｂ

人

Ｂ／Ａ 

件 費 率 （参考）

17年度の人件費率

18年度
人　

31,889 18,176,044 

　　　　　　　千円 　　　　　千円

369,748 4,079,426 

　　　　　千円

22.4 

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

22.6 

（２ ）職員給与費の状況（普通会計決算）

区　分
　　　　　　Ａ

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給与費 B/A 

一人当たり

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円
18年度

500 1,881,775 230,231 774,446 2,886,452 5,773 

（参考）一般市平均

　　　 一人当たり給与費

千円

6,026 

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数です。


（３ ）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
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（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１ ）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成19年4月1日現在）

　①一般行政職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース） 

仙北市 45.6 歳 321,000 円 355,173 円 345,566 円

秋田県 43.3 歳 354,705 円 427,114 円 403,833 円

国 40.7 歳 325,724 円 ― 383,541 円

一般市 43.2 歳 331,766 円 384,098 円 358,865 円
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　②技能労務職

公　　務　　員 民　　間 参考
区分

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（A） 
平均給与月額
（ 国ベース）

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ） 
A／Ｂ 

仙北市 歳45.1 83 人 264,700 円 285,900 円 280,545 円 － － － －

うち清掃職員 歳51.3 2 人 305,500 円 332,700 円 324,800 円 廃棄物処理業従業員 43.3 歳 円299,800 1.11 

うち学校給食員 歳47.8 4 人 280,300 円 302,850 円 297,758 円 調理士 44.1 歳 円212,600 1.42 

うち用務員 歳49.5 16 人 274,000 円 287,494 円 287,839 円 用務員 53.9 歳 円227,200 1.27 

うち自動車運転手 歳49.5 18 人 289,000 円 313,983 円 312,944 円 自家用自動車運転者 53.2 歳 円234,700 1.34 

秋田県 48.0 歳 492 人 335,815 円 378,901 円 362,198 円 － － － －

国 歳48.8 5,193 人 287,094 円 － 320,514 円 － － － －

一般市 歳47.5 38 人 303,078 円 327,575 円 316,564 円 － － － －

公　　務　　員

年収ベース（試算値）の比較区分
公務員 民間

Ｃ／Ｄ 
（Ｃ） （Ｄ）


仙北市
 - - -

うち清掃職員 1.32

うち学校給食員

5,536,300 円 4,192,600 円

1.69

うち用務員

5,005,000 円 2,965,500 円

1.45

うち自動車運転手

4,773,128 円 3,284,300 円

1.565,212,196 円 3,350,900 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１６～１８年の３ヶ年平均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍にしたものに、公務員においては

　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。


　③教育職（幼稚園）

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

仙北市 49.5 歳 343,700 円 354,525 円

秋田県 43.9 歳 387,109 円 418,720 円

一般市 43.8 歳 332,404 円 351,394 円

（注） １　　「平均給料月額」とは、平成19年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２　　「平均給与月額」とは、給与月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、

　　　　　地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較の

　　　　ため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（２ ）職員の初任給の状況（平成19年4月1日現在）

区　　　　　分 仙　北　市 秋　田　県 国

一般行政職
大　学　卒 170,200 円 170,200 円 170,200 円

高　校　卒 138,400 円 138,400 円 138,400 円

技能労務職
高　校　卒 135,600 円 135,600 円 －

中　学　卒 － － －

（３ ）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成19年4月1日現在）

区　　　　分 経験年数7～9年 経験年数10～14年 経験年数15～19年

一般行政職
大　学　卒 220,700 円 253,200 円 290,300 円

高　校　卒 191,200 円 214,800 円 247,200 円

技能労務職
高　校　卒 175,100 円 211,400 円 249,500 円

中　学　卒 － 円 － 円 － 円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１ ） 一般行政職の級別職員数の状況（平成19年4月1日現在）

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

７　　級 部長 9 人 2.5 ％ 

６　　級 次長 6 人 1.7 ％ 

５　　級 課長 46 人 12.7 ％ 

４　　級 課長補佐 58 人 16.1 ％ 

３　　級 係長、主査 128 人 35.4 ％ 

２　　級 主任 57 人 15.8 ％ 

１　　級 主事、技師 57 人 15.8 ％ 

（ 注）１ 　仙北市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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平成19年の構成比 １年前の構成比

１ 級　19.0% １ 級　15.8% 

２ 級　11.7% ２ 級　15.8% 

３ 級　36.3% ３ 級　35.4% 

４ 級　15.4% ４ 級　16.1% 

５ 級　13.8% ５ 級　12.7% 

６級　1.4% ６級　1.7% 

７級　2.4% ７級　2.5% 

（２ ）昇給への勤務成績の反映状況
　勤務成績の評定については未実施。

４　職員の手当の状況

（１ ）期末手当・勤勉手当

仙　　　北　　　市 秋　　　田　　　県 国

千円1,587 

１人当たり平均支給額（18年度）

千円

１人当たり平均支給額（18年度）

1,848 

― 

（18年度支給割合） （18年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　  勤勉手当

 月分 月分3.0 1.45  月分 月分3.0 1.45  月分 月分1.453.0 

（ ）月分 ( 0.75 ）月分1.6 （ ）月分 ( ）月分1.6 0.75 （ ）月分 ( ）月分0.751.6 

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　10～15％ ・役職加算　５～２０％ ・管理職加算　１５％ 、２５％ ・役職加算　５～２０％ ・管理職加算　１０～２５％ 

（注）　( ) 内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

一律支給
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千

（２ ） 退職手当（平成19年4月1日現在）

仙　　　北　　　市 国

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分 勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分

勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分 勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分

勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分 勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分

最高限度額 59.280 月分 59.280 月分 最高限度額 59.280 月分 59.280 月分

その他の加算措置 その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

１ 人当たり平均支給額　　　　 21,857 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成18年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３ ） 地域手当

（平成19年4月1日現在）

支給実績（18年度決算） 千円0 

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 円0 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

― ％― ― 人 ％― 

(平成２２ 年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

― ― ％ ― ％ 

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。       

　　　　 

（４ ） 特殊勤務手当（平成19年4月1日現在）

支給実績（18年度決算） 千円13,175 

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 　円131,747 

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） 　％16.9 

手当の種類（手当数） 6 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症防疫業務従事手当 感染症防疫業務に従事した職員 感染症防疫業務 日額290円

市税業務従事手当 市税業務に従事した職員 滞納整理業務 日額230円

火葬業務従事手当 火葬業務に従事した職員 火葬業務 日額1,000円

環境保全センター業務従事
手当

環境保全センターの業務に従事した職員 ごみ処理、し尿処理業務 日額230円

社会福祉業務従事手当 社会福祉業務に従事した職員
ケースワーカー及び介護員の
業務

日額290円

診療所業務手当

往診に従事した神代・田沢診療所の医師 診療所医師の往診業務
社会保険診療報酬点数×10円×
100分の60

西明寺診療所医師
西明寺診療所医師の医学調査
及び研究

月額80万円を超えない範囲で市長
が定める額

レントゲン取扱いに従事した職員 レントゲン取扱い業務 日額230円

（５ ） 時間外勤務手当

支 給 実 績 （  18  年 度 決 算 ）  58,538 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18  年 度 決 算 ）  99 千円

支 給 実 績 （  17  年 度 決 算 ）  100,717 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17  年 度 決 算 ）  170  千円
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（６ ） その他の手当（平成19年4月1日現在）

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度との
異同

国の制度と異
なる内容

支給実績
（18年度決算）

（18年度決算）
平均支給年額

支給職員１人当たり

扶養手当

5，000円加算

・配偶者以外の扶養親族１人につき

                             6, 000円

・配偶者有（非扶養）で扶養1人目

扶養親族のある職員に支給

・配偶者　　　　　　　　13，000円

　　　　6，500円

11,000円

・満15歳に達する日後の最初の4月1日
から満22歳に達する日以後の最初の3月
31日までの間にある子1人につき

・配偶者無で扶養1人目
同 千円65,144 円201,063 

住居手当

・月額23,000円以下の家賃
　　　　　　　　家賃額 - 12,000円
・月額23,000円超、55,000円未満の家賃
 （家賃額 - 23,000円）×1/2+11,000円
・月額55,000円以上の家賃
　　　　　　　　　　　　　　 27,000円
・ 自宅：新築または購入の日から５ 年
                              2， 500円

同 千円8,938 円131,445 

通勤手当

自動車等利用
・片道５キロ未満--　　　　　 2,000円
・５キロ以上１０キロ未満-－4,100円
・１０キロ以上１５キロ未満--6,500円
・１５キロ以上２０キロ未満--8,900円
・２０キロ以上２５キロ未満--11,300円
・２５キロ以上３０キロ未満--13,700円
・３０キロ以上３５キロ未満--16,100円
・３５キロ以上４０キロ未満--18,500円
・４０キロ以上４５キロ未満--20,900円
・４５キロ以上５０キロ未満--21,800円
・５０キロ以上５５キロ未満--22,700円
・５５キロ以上６０キロ未満--23,600円
・６０キロ以上--　　　 24,500円

同 41,385 千円 円82,277 

寒冷地手当

毎年11 月から翌年3月までの各月
の初日に在職する職員

世帯主で扶養親族のある職員
 　　　　　　  17,800円
その他の世帯主である職員
　　　　　　  　10,200円
その他の職員　  7,360円

同 45,842 千円 円77,567 

管理職手当
部長級　　　給料月額の8/100
次長級　　　給料月額の6/100
課長級　　　給料月額の5/100

20,003 千円 円266,707 

管理職員特殊勤務手当
臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、週休日・休日
等に勤務した職員　　　8,000円

千円100 円20,000 

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10 時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務
することを命ぜられた職員　　勤務1
時間当たりの給与額の100分の25 

同 3,160 千円 円61,960 

宿日直手当 １回　　　４,２００円 4,045 千円 円13,757 
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５　特別職の報酬等の状況（19年4月1日現在）

区　　　分 給　　　料　　　月　　　額　　　等

給 市　　　　　長 円765,000 

（ 参考）類似団体における最高／最低額

円／  円940,000 160,000 

（ 円 ）850,000 

料 副　　市　　長 円587,000 円／  円419,000760,000 

（ 円 ）638,000 

議　　　　　長 円388,000 円／  円598,000 266,000 

報 （ 円 ）408,000 

副　　議　　長 円339,000 円／  円214,000522,000 

酬 議　　　　　員

（ 円 ） 

円

357,000 

323,000 円／  円465,000 177,000 

（ 円 ）340,000 

市　　　　　長 　　（18年度支給割合）

期 副　　市　　長 月分3.3 

末
手

収　　入　　役

議　　　　　長 　　（18年度支給割合）
当 副　　議　　長 月分3.3 

議　　　　　員

退
　　 （算定方式） （支給時期）（１期の手当額）

職 市　　　　　長 19,176,000円 任期毎　給料月額（850,000円）×勤続月数×0.47 　　

手
当

副　　市　　長 任期毎8,574,720円　給料月額（638,000円）×勤続月数×0.28 　　

備　　　　　考

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     


勤めた場合における退職手当の見込額です。                                


６　職員数の状況

（１ ）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

　　　　　　　　区　　分 職　　　員　　　数 対前年
増減数

主　　な　　増　　減　　理　　由
　部　　門 平成18年 平成19年

議　　会 5 5 0 
総　　務 122 122 0 

一 労　　働
税　　務 21 

2 
21 
2 

0 
0 

般 農林水産 43 37 -6 地域センターの事務を本課へ一部統合

普
通
会
計
部
門

行
政
部
門

民　　生
衛　　生

土　　木
商　　工 24 

36 
111 
50 50 

116 

21 
33 

0 
5 

-3 
-3 

地域センターの業務を本課へ一部統合

地域センターの業務を本課へ集約

福祉事務所業務内容の充実

計 414 407 -7  人口１万人当たり職員数 　　　　　　

（ 類似団体の人口１万人当たり職員数

＜参考＞

127.63 

76.62 

人

人）

教育部門 77 80 3 給食センターへの職員配置

消防部門
＜参考＞

小　計 491 487 -4 人口１万人当たり職員数 　　　　　　 152.72 人

（ 類似団体の人口１万人当たり職員数 100.98 人）

　公 病　　院 337 324 -13 退職者を非常勤で対応

　営会 水　　道 14 15 1 賦課徴収業務の充実

　企計 下 水 道 8 8 0 

　業部
　等門

そ の 他 85 81 -4 事務の統廃合縮小

小　　計 444 428 -16 

合　　計
935 

［　947　］ 

915 

［ 　947　］ 

-20 

[  ０ ］ 人口１万人当たり職員数 　　　　　　

＜参考＞

286.93 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ] 内は、条例定数の合計です。
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（２ ）年齢別職員構成の状況（平成19年4月1日現在）

% 

20 

18 

16 

14 

12 

10 

8 

6 

4 

2 

0 

構成比

５年前の構成比

未
満 3 7 1 5 9 3 7 1 5 9 

以
上2 2 3 3 3 4 4 5 5 5

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
歳 0 4 8 2 6 0 4 8 2 6 歳2 2 2 3 3 4 4 4 5 50 02 6

区　分

未満

20歳

～
 

20歳

23歳 27歳

24歳

～

31歳

～
 

28歳

～

35歳

32歳

39歳

～
 

36歳

～
 

43歳

40歳

47歳

44歳

～
 

51歳

～
 

48歳

55歳

～

52歳

～
 

59歳

56歳

以上

60歳

計

職員数
1 

人 人

18 52 

人

83 

人 人

86 

人

57 45 

人 人

127 

人

177 

人

163 

人

105 

人

1 

人

915 

（３ ）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年９月２０日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

平成17年9月20日 平成22年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

人948 人873 人75 ％7.9 

（参考）仙北市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平成17年9月20日 平成22年4月1日 7. 9％の削減

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年4月1日現在）

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

17年

計画始期 1年目

18年

2年目

19年

3年目

20年 18年～22年

計 数値目標

（参考）

一般行政
職員数 430 414 407 ― 390 

増減 -16 -7 -23 (57.5%) -40 

教　育
職員数 80 77 80 ― 59 

増減 -3 3 0 (4.8%) -21 

消　防
職員数 ― 

増減 　　　　 （%） 

等 会 計
公営企業 職員数 438 444 428 ― 424 

増減 6 -16 -10 (71.4%) -14 

計
職員数 948 935 915 ― 873 

増減 -13 -20 (44.0%)-33 -75 

（注） １　計画期間は、17年～22年の5年間です。
２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率です。

　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計です。
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７　公営企業職員の状況
（１ ）　病院事業（市立田沢湖病院）
① 職員給与費の状況

ア　決算


区　　分

Ａ 

総費用 純損益又は

実質収支

職員給与費

Ｂ　

総費用に占める

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ 

　（参考）

17年度の総費用に占

める職員給与費比率

18年度 　　　　千円

1,082,592 

千円　

△ 236,223 398,743 

千円　

36.8 

％ 

35.8 

％ 

区　　分
　　　　　　Ａ

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　給与費 　　B/A 

一人当たり

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

18年度

55 

人

204,919 

千円

50,234 

千円

81,959 

　　　　　千円

337,112 

千円

6,129 

千円

（参考）全国市町村平均

　　　 一人当たり給与費

千円

6,984 

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成１9年3月31日現在の人数です。

イ　特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成19年4月1日現在）

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

市立田沢湖病院

医師 45.5 歳 595,700 円 1,711,558 円

看護師 38.7 歳 296,200 円 444,622 円

事務職員 46.3 歳 358,200 円 580,132 円

全国市町村平均

医師 43.0 歳 564,908 円 1,294,193 円

看護師 37.0 歳 293,387 円 473,921 円

事務職員 44.2 歳 356,684 円 552,044 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

市立田沢湖病院 一般行政職

１人当たり平均支給額（18年度）

1,490 千円　

１人当たり平均支給額（18年度）

1,587 千円　

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分3.0 1.45 月分  月分3.0 1.45 月分

（ ）月分 （1.6 0.75 ）月分 （ ）月分 （1.6 0.75 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　10～15％ ・役職加算　　10～15％ 

（注）　(　 ) 内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成19年4月1日現在）

市立田沢湖病院 一般行政職

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分 勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分

勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分 勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分

勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分 勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分

最高限度額 59.280 月分 59.280 月分 最高限度額 59.280 月分 59.280 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

１ 人当たり平均支給額　　　　 16,017 千円 １ 人当たり平均支給額　　　　 千円21,857 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成18年度に退職した職員に支給された平均額です。
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ウ　地域手当

（平成19年4月1日現在）

支給実績（18年度決算） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 0 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

― ％― ― 人 ― ％ 

( 平成２２年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

― ― ％― ％ 

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。       

　　　　 

エ　特殊勤務手当（平成19年4月1日現在）

支給実績（18年度決算） 千円7,175 

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 　円155,979 

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） 　％88.5 

手当の種類（手当数） 4 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

１　基本額480,000円以内で管理者
が定める額

医師手当 常時勤務する医師 医師業務 ２　調整額は給料の25%以内で管理
者が定める額
３　経験年数加算あり

診療報酬点数表に基づいて算出さ
手術した医師 手術業務 れた点数に10円を乗じて得た額の

業務手当

100分の20を支給

当直医師等の要請等により診療に従事し
た医師

夜間診療業務 １日につき2,000円

１日の作業時間４時間未満
感染症患者の検体を検査した臨床検査技
師

感染症患者の検査業務
                             １ 日140円
１日の作業時間４時間以上
                             １ 日280円

１日の作業時間４時間未満

放射線取扱作業従事者 放射線取扱業務
                           　１日200円
１日の作業時間４時間以上
                           　１日400円

麻薬管理業務従事者 麻薬管理業務
１ヶ月15日以上勤務した月
　　　　　　　　　　　　月額1,000円

死体処理従事者 死体処理業務 １件につき２００円

夜間看護手当
夜間において病棟に勤務した看護師、准
看護師及び介護員

夜間病棟勤務 勤務１回につき5,000円

救急医療待機手当
救急患者の診療のため勤務時間外に自
宅待機した放射線技師及び看護師

救急医療待機業務
待機１回につき
平日800円
土、日、祝祭日　1, 600円

オ　時間外勤務手当

支 給 実 績 （  18  年 度 決 算 ）  7,437 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18  年 度 決 算 ）  143 千円

支 給 実 績 （  17  年 度 決 算 ）  9,507 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17  年 度 決 算 ）  167 千円

（ 注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。
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カ　その他の手当（平成19年4月1日現在） 

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績
（18年度決算） 平均支給年額

（18年度決算）

支給職員１人当たり

扶養手当

扶養親族のある職員に支給
・配偶者　　　　　　　　13，000円

・配偶者以外の扶養親族１人につき

                             6, 000円

・配偶者有（非扶養）で扶養1人目

　　　　6，500円

5，000円加算

・配偶者無で扶養1人目

11,000円

・満15歳に達する日後の最初の4月1日
から満22歳に達する日以後の最初の3月
31日までの間にある子1人につき

同 千円3,435 円190,833 

住居手当

・月額23,000円以下の家賃
　　　　　　　　家賃額 - 12,000円
・月額23,000円超、55,000円未満の家賃
（家賃額 - 23,000円）×1/2+11,000円
・月額55,000円以上の家賃
　　　　　　　　　　　　　　 27,000円
・ 自宅：新築または購入の日から５ 年

 　 　　　2，500円

同 1772 千円 円196,856 

通勤手当

自動車等利用
・片道５キロ未満--　　　　　 2,000円
・５キロ以上１０キロ未満-－4,100円
・１０キロ以上１５キロ未満--6,500円
・１５キロ以上２０キロ未満--8,900円
・２０キロ以上２５キロ未満--11,300円
・２５キロ以上３０キロ未満--13,700円
・３０キロ以上３５キロ未満--16,100円
・３５キロ以上４０キロ未満--18,500円
・４０キロ以上４５キロ未満--20,900円
・４５キロ以上５０キロ未満--21,800円
・５０キロ以上５５キロ未満--22,700円
・５５キロ以上６０キロ未満--23,600円
・６０キロ以上--　　　 24,500円

同 2,236 千円 円82,811 

管理職手当
部長級　　給料月額の8/100
次長級　　給料月額の6/100
課長級　　給料月額の5/100

同 2,507 千円 円313,419 

寒冷地手当

毎年11 月から翌年3月までの各月
の初日に在職する職員

世帯主で扶養親族のある職員
 　　　　　　  17,800円
その他の世帯主である職員
　　　　　　  　10,200円
その他の職員　  7,360円

同 3,239 千円 円58,893 

管理職員特殊勤務手当
臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、週休日・休日
等に勤務した職員　　　8,000円

同 0 千円 円0 

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10 時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務
することを命ぜられた職員　　勤務1
時間当たりの給与額の100分の25 

同 3,322 千円 円118,659 

宿日直手当
宿日直１回につき
医師　　　 　　20,000円
その他職員 　 5 ,900円

異なる
一般行政職
１回につき
　4, 200円

4,853 千円 円285,444 
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成17年9月20日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

330 

人

324 

人

6 

人

2 

％ 

※　この数値は仙北市集中改革プランによる市立田沢湖病院と市立角館総合病院の合計職員数です。

（ 参考）仙北市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

計画期間
数　値　目　標

始　期 終　期

平 成 17 年 9 月 20 日 平 成 22  年 4  月 1  日 ２％の削減

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)② を参照

（２ ）病院事業（市立角館総合病院）
① 職員給与費の状況

ア　決算


区　　分

総費用

Ａ 

純損益又は

実質収支

職員給与費

Ｂ　

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める 　（参考）

17年度の総費用に占

める職員給与費比率

18年度

4,160,658 

　　　　千円

△ 145,819 

千円　 千円　

2,274,595 54.7 

％ 

55.3 

％ 

区　　分
職員数

　　　　　　Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　給与費 　　B/A給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

18年度 人

268 

千円

1,057,116 

千円

324,588 

　　　　　千円

427,019 

千円

1,808,723 

千円

6,749 

（参考）全国市町村平均

　　　 一人当たり給与費

千円

6,984 
（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成19年3月31日現在の人数です。

イ　特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成19年4月1日現在）

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

市立角館総合病
院

医師 40.6 歳 489,341 円 1,445,147 円

看護師 37.6 歳 294,892 円 452,241 円

事務職員 51.8 歳 362,692 円 550,614 円

全国市町村平均

医師 43.0 歳 564,908 円 1,294,193 円

看護師 37.0 歳 293,387 円 473,921 円

事務職員 44.2 歳 356,684 円 552,044 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

市立角館総合病院 一般行政職

１人当たり平均支給額（18年度）
1,593 千円　

１人当たり平均支給額（18年度）
1,587 千円　

（18年度支給割合） （18年度支給割合）
　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分3.0 1.45 月分  月分3.0 1.45 月分
（ ）月分 （1.6 0.75 ）月分 （ ）月分 （1.6 0.75 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　10～15％ ・役職加算　10～15％ 

（注）　(　 ) 内は、再任用職員に係る支給割合です。
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イ　退職手当（平成19年4月1日現在）
市立角館総合病院 一般行政職

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分 勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分
勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分 勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分
勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分 勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分
最高限度額 59.280 月分 59.280 月分 最高限度額 59.280 月分 59.280 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 　定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） ） 
１ 人当たり平均支給額　　　　 535 千円 19,205 千円 １ 人当たり平均支給額　　　　 21,857 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（平成18年4月1日現在）

支給実績（18年度決算） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 0 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

― ％― ― 人 ％― 

( 平成２２年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

― ― ％ ― ％ 

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。       

　　　　 

エ　特殊勤務手当（平成19年4月1日現在）
支給実績（18年度決算） 千円168,843 

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 　円865,863 

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） 　％72.8 

手当の種類（手当数） 8 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

１　基本額480,000円以内で管理者
が定める額

医師手当 常時勤務する医師 医師業務 ２　調整額は給料の25%以内で管理
者が定める額
３　経験年数加算あり

１回につき3,000円、勤務時間が１時
急患診療手当 医師 救急外来急患診療業務 間を超えると1,000円加算し最高

6, 000円

夜間看護手当
夜間において病棟に勤務する看護師、准
看護師及び看護助手

夜間病棟勤務
準夜勤務１回につき3,000円
深夜勤務１回につき3,400円

治験薬臨床試験手当 医師 治験薬臨床試験業務
治療に関わる収入額の30～70%に相
当する額

院外活動手当
病院外で保健、福祉、教育活動に従事し
た職員

院外活動業務 院外活動収入額の70%

文書手当 医師 有料文書の作成 文書料収入の10パーセント

業務手当 土、日、祝祭日に病棟当番を行った医師 休日病棟診療業務 当番１回につき3,000円

精神病患者病棟勤務職員 精神病患者看護業務 日額100円

助産師 助産業務 日額260円

薬剤師 調剤業務 日額580円

放射線技師及び補助職員 レントゲン取扱業務
技師日額490円
助手日額260円

臨床検査技師 臨床検査業務 日額350円

透析業務に従事する臨床工学技士、看護
師、准看護師及び助手

透析業務
臨床工学技士日額350円
看護師日額200円

理学療法士 リハビリテーション業務 日額260円
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作業療法士、臨床心理士、精神保健福祉
士

視能訓練士

あん摩マッサージ指圧師

歯科衛生士・歯科技工士

栄養士

電気技師

自動車運転手

企業出納員

現金取扱員

救急患者業務のため時間外に自宅待機
救急医療待機手当

した職員

オ　時間外勤務手当
支 給 実 績 （  18  年 度 決 算 ）  34,761 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18  年 度 決 算 ）  131  千円

支 給 実 績 （  17  年 度 決 算 ）  42,353 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17  年 度 決 算 ）  155  千円

（ 注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成19年4月1日現在） 

精神科作業療法他業務

眼科検査業務

あん摩マッサージ業務

歯科診療業務

栄養科業務

電気業務

遠路運転業務

病院事業会計出納業務

窓口会計出納業務

救急医療待機業務

日額260円

日額260円

日額200円

日額200円

日額200円

日額100円

日額100円

日額250円

日額50円

待機１回につき
平日　　　　　　　 1,000円
土曜日　　　　　　1,500円
日、祝祭日　　 　2,000円

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績

（18年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（18年度決算）

扶養手当

5，000円加算

・配偶者無で扶養1人目

11,000円

・満15歳に達する日後の最初の4月1日
から満22歳に達する日以後の最初の3月
31日までの間にある子1人につき

扶養親族のある職員に支給

・配偶者　　　　　　　　13，000円

・配偶者以外の扶養親族１人につき

                             6, 000円

・配偶者有（非扶養）で扶養1人目

　　　　6，500円
同 千円16,526 187,795 円

住居手当

・月額23,000円以下の家賃
　　　　　　　　家賃額 - 12,000円
・月額23,000円超、55,000円未満の家賃
（家賃額 - 23,000円）×1/2+11,000円
・月額55,000円以上の家賃
　　　　　　　　　　　　　　 27,000円
・ 自宅：新築または購入の日から５ 年

 　　　　　　　　　　2，500円

同 10,751 千円 円282,922 

通勤手当

自動車等利用
・片道５キロ未満--　　　　　 2,000円
・５キロ以上１０キロ未満-－4,100円
・１０キロ以上１５キロ未満--6,500円
・１５キロ以上２０キロ未満--8,900円
・２０キロ以上２５キロ未満--11,300円
・２５キロ以上３０キロ未満--13,700円
・３０キロ以上３５キロ未満--16,100円
・３５キロ以上４０キロ未満--18,500円
・４０キロ以上４５キロ未満--20,900円
・４５キロ以上５０キロ未満--21,800円
・５０キロ以上５５キロ未満--22,700円
・５５キロ以上６０キロ未満--23,600円
・６０キロ以上--　　　 24,500円

同 12,256 千円 円69,244 
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管理職手当

院長　　月額200,000円
医師　　給料の30%以内で管理
者が定める額
医師を除く医療職給料表適用
職員は給料の20%以内で管理
者が定める額

行政職給料表適用者
事務長　給料月額の8/100
次長級　給料月額の6/100
課長級　給料月額の5/100

同

一般行政職適
用者なし

23,438 千円 689,367 円

寒冷地手当

毎年11 月から翌年3月までの各月
の初日に在職する職員

世帯主で扶養親族のある職員
 　　　　　　  17,800円
その他の世帯主である職員
　　　　　　  　10,200円
その他の職員　  7,360円

同 千円 円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10 時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務
することを命ぜられた職員　　勤務1
時間当たりの給与額の100分の25 

同 千円 円

宿日直手当
宿日直１回につき
医師　　　 　　32,000円
その他職員 　 7 ,200円

異なる
一般行政職
１回につき
　4, 200円

27,115 千円 352,140 円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

330 

人

324 

人

6 

人

2 

％ 

※　この数値は仙北市集中改革プランによる市立田沢湖病院と市立角館総合病院の合計職員数です。

（ 参考）仙北市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

計画期間

数　値　目　標
始　期 終　期

平 成 17 年 9 月 20 日 平 成 22  年 4  月 1  日 ２％の削減

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
    →6(3)② を参照

（３ ）水道事業
① 職員給与費の状況

ア　決算


区　　分

総費用

Ａ 

純損益又は実

　質収支

職員給与費

Ｂ　

総費用に占める

　　　　　　Ｂ／Ａ 

職員給与費比率

　（参考）

17年度の総費用に占

める職員給与費比率

18年度 　　　　千円

323,438 

千円　

27,761 

千円　

89,360 27.7 

％ 

27.0 

％ 

区　　分
職員数

　　　　　　Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　給与費 　　B/A

一人当たり

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

18年度 人

12 

千円

46,643 

千円

11,151 

　　　　　千円

18,897 

千円

76,691 

千円

6,931 

（参考）全国市町村平均

　　　 一人当たり給与費

千円

6,895 
（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成19年3月31日現在の人数です。

イ　特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成19年4月1日現在）
　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

仙北市 42.7 歳 322,700 円 522,133 円

全国市町村平均 45.3 歳 375,666 円 572,943 円

事　　　　業　　　　者 歳 円
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。
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千

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

水道事業 一般行政職

１人当たり平均支給額（18年度）
1,575 千円　

１人当たり平均支給額（18年度）
1,587 千円　

（18年度支給割合） （18年度支給割合）
　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分3.0 1.45 月分  月分3.0 1.45 月分

（ ）月分 （1.6 0.75 ）月分 （ ）月分 （1.6 0.75 ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～１５％ ・役職加算　　10～15％ 
（注）　(　 ) 内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成19年4月1日現在）
水道事業 一般行政職

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分 勤続２０年 23.500 月分 30.550 月分
勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分 勤続２５年 33.500 月分 41.340 月分
勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分 勤続３５年 47.500 月分 59.280 月分
最高限度額 59.280 月分 59.280 月分 最高限度額 59.280 月分 59.280 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） 

１ 人当たり平均支給額　　　　 - 千円 １ 人当たり平均支給額　　　　 21,857 千円

ウ　地域手当

（平成19年4月1日現在）

支給実績（18年度決算） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 0 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

― ％― ― 人 ― ％ 

( 平成22年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

― ― ％ ― ％ 

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。       

　　　　 

エ　特殊勤務手当（平成19年4月1日現在）
支給実績（18年度決算） 千円89 

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 　円6,846 

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） 　％81.2 

手当の種類（手当数） 2 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

業務手当 使用料金の徴収事務に従事した職員
水道及び温泉使用料金の徴収
事務

日額230円

有毒物取扱従事手当 有毒物取扱に従事した職員 有毒物取扱業務 日額290円

オ　時間外勤務手当
支 給 実 績 （  18  年 度 決 算 ）  6,264 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18  年 度 決 算 ）  522  千円

支 給 実 績 （  17  年 度 決 算 ）  2,912 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17  年 度 決 算 ）  364  千円

（ 注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
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カ　その他の手当（平成19年4月1日現在） 

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績

（18年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（18年度決算）

扶養手当

扶養親族のある職員に支給

・配偶者　　　　　　　　13，000円

                             6, 000円

・配偶者有（非扶養）で扶養1人目

　　　　6，500円

・配偶者無で扶養1人目

・満15歳に達する日後の最初の4月1日
から満22歳に達する日以後の最初の3月
31日までの間にある子1人につき

5，000円加算

・配偶者以外の扶養親族１人につき

11,000円

同 千円1,889 188,950 円

住居手当

・月額23,000円以下の家賃
　　　　　　　　家賃額 - 12,000円
・月額23,000円超、55,000円未満の家賃
（家賃額 - 23,000円）×1/2+11,000円
・月額55,000円以上の家賃
　　　　　　　　　　　　　　 27,000円
・ 自宅：新築または購入の日から５ 年

 　　　　　　　　　2，500円

同 30 千円 円30,000 

通勤手当

自動車等利用
・片道５キロ未満--　　　　　 2,000円
・５キロ以上１０キロ未満-－4,100円
・１０キロ以上１５キロ未満--6,500円
・１５キロ以上２０キロ未満--8,900円
・２０キロ以上２５キロ未満--11,300円
・２５キロ以上３０キロ未満--13,700円
・３０キロ以上３５キロ未満--16,100円
・３５キロ以上４０キロ未満--18,500円
・４０キロ以上４５キロ未満--20,900円
・４５キロ以上５０キロ未満--21,800円
・５０キロ以上５５キロ未満--22,700円
・５５キロ以上６０キロ未満--23,600円
・６０キロ以上--　　　 24,500円

同 833 千円 円83,250 

寒冷地手当

毎年11 月から翌年3月までの各月
の初日に在職する職員

世帯主で扶養親族のある職員
 　　　　　　  17,800円
その他の世帯主である職員
　　　　　　  　10,200円
その他の職員　  7,360円

同 1,135 千円 円94,613 

管理職員特殊勤務手当
臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により、週休日・休日
等に勤務した職員　　　8,000円

同 0  千円 円0 

管理職手当
部長級　　給料月額の8/100
次長級　　給料月額の6/100
課長級　　給料月額の5/100

同 933 千円 円310,892 
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